


創立 70 周年を迎えて
会長　谷茂岡　正子

　東京地婦連は、首都東京の地域組織として、戦後間もない昭和 23

（1948）年 4 月に誕生、今年創立 70 周年を迎えました。当初「明るい

住みよい社会の建設」をスローガンに発足、昨今は「世代を超えて地

域の力」をテーマにさまざまな活動を行ってきました。

　表現は異なっても目指すところは、全く変わりありません。この 70

年間、女性、青少年、高齢者問題等、消費者が真に心豊かに生活する

ためにはどうしたらよいか、皆さんで問いかけながら歩んできました。

　こうした地域の活動の中から自然環境を守ると共に人間尊重、公害

追放、平和を築くことにも力を注いできました。しかし社会情勢は厳しく、日進月歩、複雑多

様化する中、男女共同参画、少子高齢化、地球環境と自然災害問題等、誰もが安心して健やか

に暮らせる地域社会を築くためには、温かな交流の輪、コミュニティー同士の連携を強めてい

くことも必要だと思います。

　私たちは 70 年間の運動をふまえ、人間らしい生活を送る上にも、国際化が進む中でのくらし

の問題など、新たな課題に視点を据えていかなければならないと、強く感じています。

　今後もお互いに健康に注意しながら、行政や各方面からの情報を共有し、活動していきたい

と念願しています。頑張りましょう。

２０１８年４月２１日

—世代を超えて地域の力—

　東京地婦連は昭和 23（1948）年に婦人会組織を基盤に創立され、地域

に根ざし、暮らしの中から住み良い地域社会をつくる活動を実践してい

ます。

　平成 21（2009）年に社会的信用の強化と 21 世紀の市民活動をさらに広

げていくため、NPO法人格の認証を取っています。活動分野は消費者活

動、平和活動、環境問題、男女共同参画、高齢者福祉、子どもの健全育

成など 13 の分野に登録をしています。
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わたしの想い

社
会
福
祉
部
長
　黒
崎
照
子

　

高
齢
者
問
題
に
取
り
組
み
、
介
護
、

医
療
、
福
祉
な
ど
の
学
習
や
施
設
見
学

を
し
て
き
ま
し
た
が
、
ま
だ
ま
だ
先
が

見
え
ま
せ
ん
。

　

厳
し
い
社
会
情
勢
の
中
、
暮
ら
し
の

安
全
、
安
心
の
見
地
か
ら
今
ま
で
以
上

に
人
と
人
と
の
ぬ
く
も
り
を
目
指
し
、

地
域
に
根
差
し
た
活
動
を
続
け
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
す
。

文
化
・
青
少
年
副
部
長
　

鈴
木
文
子

　

子
ど
も
の
貧
困
と
聞
い
て
驚
い
た
。

ゲ
ー
ム
機
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど
は

持
っ
て
い
る
。
で
も
個
食
、
居
場
所
が

な
い
、
見
た
目
に
は
分
か
ら
な
い
。
そ

こ
で
子
ど
も
食
堂
、子
ど
も
の
居
場
所
、

学
習
支
援
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

　

地
域
で
子
ど
も
を
見
守
り
、
支
え
て

い
け
れ
ば
と
思
っ
て
い
る
。

生
活
環
境
副
部
長
　

秋
吉
セ
ツ
子

　

10
年
ひ
と
昔
と
言
い
ま
す
が
そ
の
歳

月
を
７
回
も
重
ね
、
今
年
東
京
地
婦
連

は
70
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。
諸
先
輩
の

皆
さ
ま
の
並
々
な
ら
ぬ
ご
努
力
の
賜
物

で
す
。

　

次
の
10
年
も
そ
の
先
も
ず
っ
と
平
和

で
、
安
心
安
全
な
社
会
が
続
く
よ
う
、

地
域
の
小
さ
な
課
題
に
取
り
組
み
な
が

ら
、
私
も
微
力
な
が
ら
こ
れ
か
ら
も
頑

張
っ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

文
化
・
青
少
年
部
長
　

中
野
三
千
代

　
〝
食
品
添
加
物
〟
を
知
っ
た
の
は
、

昭
和
38
年
開
設
の
婦
人
学
級
に
出
席
し

た
時
だ
っ
た
。「
一
人
の
百
歩
よ
り
百

人
の
一
歩
が
力
に
な
る
」
並
木
良
さ
ん

（
元
副
会
長
）
の
本
当
の
願
い
を
知
る
。

　

話
し
合
い
学
習
を
身
に
つ
け
た
婦
人

た
ち
が
「
石
け
ん
運
動
」
か
ら
「
安
全

と
う
ふ
」「
無
添
加
ハ
ム
・
ソ
ー
セ
ー
ジ
」

へ
と
運
動
が
進
み
、
学
校
給
食
へ
と
参

入
で
き
、
今
も
続
い
て
い
る
現
状
は
西

多
摩
全
域
の
婦
人
た
ち
の
力
強
さ
の
賜

物
と
思
う
。〝
ご
み
問
題
、エ
ネ
ル
ギ
ー
、

循
環
型
有
機
農
業
〟
の
実
現
へ
と
「
賢

い
消
費
者
た
れ
！
」
を
胸
に
。

政
治
・
経
済
部
長
　福
本
悦
子

　

夢
の
島
に
身
を
置
く
第
五
福
竜
丸

は
、
建
造
71
年
、
被
ば
く
か
ら
64
年
を

迎
え
、
今
も
平
和
を
発
信
し
続
け
て
い

ま
す
。

　
「
第
五
福
竜
丸
」
は
な
ぜ
こ
こ
に
あ

る
の
か
、
核
兵
器
と
は
何
か
を
、
も
う

一
度
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

　

そ
ば
に
植
え
た
私
た
ち
の
八
重
紅
大

島
桜
が
咲
く
こ
ろ
、
平
和
に
感
謝
し
、

こ
こ
に
ま
た
集
い
ま
し
ょ
う
。

生
活
環
境
部
長
　
髙
梨
洋
子

　

高
齢
化
の
波
に
は
逆
ら
え
ず
、
地
域

の
婦
人
会
も
苦
戦
を
強
い
ら
れ
て
い
る

現
実
が
あ
り
ま
す
が
、
た
と
え
微
力
で

あ
っ
て
も
無
力
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

地
域
密
着
の
医
療
、介
護
、防
災
等
々

取
り
組
む
べ
き
問
題
は
多
く
、
機
会
あ

る
ご
と
に
「
平
和
」
を
問
い
続
け
る
こ

と
も
、
戦
争
を
体
験
し
た
世
代
と
し
て

大
事
な
役
割
で
す
。
こ
れ
か
ら
も
消
費

者
の
目
線
で
活
動
を
続
け
て
い
き
ま

す
。

総
務
部
長
　

宮
原
恵
子

　

昭
和
30
年
代
に
地
婦
連
の
諸
先
輩
が

悪
書
追
放
運
動
を
立
ち
上
げ
、
広
が
っ

て
い
っ
た
経
緯
が
あ
り
ま
し
た
。

　

今
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
の
店

主
が
自
主
的
に
成
人
向
け
雑
誌
な
ど
を

置
か
な
い
と
い
う
動
き
が
広
が
り
つ
つ

あ
る
と
い
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
青
少

年
の
環
境
問
題
に
目
を
向
け
て
取
り
組

ん
で
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
戦
争
の
恐
ろ
し
さ
や
む
な
し

さ
を
、
次
世
代
に
語
り
継
ぐ
運
動
も
続

け
て
い
き
ま
す
。
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副
会
長
　

端
山
純
子

　

戦
後
の
混
乱
期
の
中
、
家
庭
か
ら
地

域
に
目
を
向
け
た
主
婦
た
ち
が
、
各
地

域
に
婦
人
会
を
作
り
、
住
み
よ
い
世
の

中
に
す
る
た
め
の
活
動
を
地
道
に
続
け

ら
れ
、
東
京
地
婦
連
は
今
年
創
立
70
周

年
を
迎
え
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
今
ま
で
に
培
っ
た
地
域

に
根
ざ
し
た
活
動
を
続
け
る
と
と
も

に
、
高
齢
者
問
題
、
災
害
対
策
な
ど
に

つ
い
て
、
地
域
ぐ
る
み
で
き
め
細
か
く

取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま

す
。

書
記
　

飛
田
恵
理
子

　

昨
年
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｎ
に
贈
ら
れ
た
ノ
ー
ベ

ル
平
和
賞
は
、
核
兵
器
廃
絶
運
動
を
継

続
し
て
き
た
私
た
ち
に
も
、
心
温
ま
る

ニ
ュ
ー
ス
で
し
た
。

　

振
り
返
り
ま
す
と
、
初
代
山
高
し
げ

り
会
長
時
代
か
ら
地
域
・
社
会
に
ま
い

て
き
た
、
あ
ま
た
の
願
い
を
込
め
た
種

が
育
つ
一
方
で
、
東
京
地
婦
連
が
今
な

お
取
り
組
む
べ
き
活
動
分
野
は
少
な
く

あ
り
ま
せ
ん
。

　

国
民
主
権
の
伝
統
を
守
り
、
ゆ
っ
く

り
と
着
実
に
歩
み
た
い
も
の
で
す
。

監
事
　

藤
田
静
江

　

東
京
都
地
域
婦
人
団
体
連
盟
創
立
70

周
年
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　

私
は
50
周
年
の
何
年
か
前
に
加
入
し

た
の
で
、
50
周
年
記
念
式
典
は
小
柴
美

知
会
長
の
も
と
、
盛
大
に
行
わ
れ
た
の

を
覚
え
て
お
り
ま
す
。
あ
っ
と
い
う
間

に
20
年
が
経
っ
て
し
ま
っ
た
の
だ
と
思

う
と
感
無
量
で
す
。

　

谷
茂
岡
正
子
会
長
が
私
た
ち
わ
か
草

婦
人
会
の
会
長
で
も
あ
る
の
で
、総
会
、

研
修
会
な
ど
で
き
る
だ
け
出
席
す
る
よ

う
心
が
け
て
い
ま
す
。

副
会
長
　

山
下
陽
枝

　

東
京
地
婦
連
は
、
今
年
創
立
70
周
年

を
迎
え
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
東
京

に
は
私
た
ち
が
解
決
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
大
都
市
特
有
の
教
育
、
福
祉
、
消

費
者
な
ど
の
問
題
が
山
積
し
て
い
ま

す
。

　

東
京
地
婦
連
も
会
員
減
少
な
ど
の
厳

し
い
時
で
は
あ
り
ま
す
が
、
70
周
年
を

機
に
会
員
の
皆
さ
ま
が
相
互
の
絆
を
さ

ら
に
強
く
し
て
、
知
恵
を
出
し
合
っ
て

地
域
か
ら
発
信
し
て
い
き
た
い
と
思
い

ま
す
。

副
会
長
　

大
北
恭
子

　

今
年
は
、
東
京
地
婦
連
が
創
立
70
周

年
を
迎
え
る
大
切
な
年
で
す
。
ま
ず
は

健
康
に
注
意
し
、
人
と
人
の
和
を
大
切

に
し
て
事
業
を
進
め
て
い
き
た
い
と
思

い
ま
す
。

　

最
近
の
隣
国
の
動
き
を
み
て
い
る

と
、
不
安
な
動
き
が
見
て
と
れ
ま
す
。

戦
争
の
な
い
平
和
な
暮
ら
し
を
求
め
皆

さ
ん
と
と
も
に
、
賢
い
判
断
で
戦
争
の

な
い
平
和
な
日
々
を
願
っ
て
活
動
を
続

け
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

会
計
　

髙
須
光
代

　

私
た
ち
が
今
活
動
し
て
お
り
ま
す
東

京
地
婦
連
も
70
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。

　

発
足
当
初
か
ら
先
輩
方
が
築
か
れ
て

つ
な
い
で
き
た
絆
を
、
さ
ら
に
未
来
に

つ
な
い
で
い
く
た
め
に
、
共
に
活
動
し

て
人
材
を
見
つ
け
出
し
て
い
き
た
い
と

思
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
お
互
い
に
自

己
研
さ
ん
を
積
ん
で
い
き
た
い
と
思
っ

て
い
ま
す
。

わたしの想い
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活動の記録（平成  20 年〜平成 29 年）

女たちの戦争体験　DVD と文集

第 59 回指導者研修会＝長野県軽井沢町

第33回北方領土の返還を求める都民大会
＝アジュール竹芝

ピースアクション in TOKYO 平和活動報告
＝渋谷・ウィメンズプラザ

暮らしの包装商品展
＝浜松町都立産業貿易センター

東日本大震災被災地塙町婦人会との交流
＝福島県塙町
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活動の記録（平成  20 年〜平成 29 年）

マイナンバー制度を学ぶ＝全国婦人会館

複十字シール運動で表敬訪問 =東京都庁

フードドライブ運動 =葛飾区

放課後の児童指導サポーター活動＝葛飾区

衆・参両院（東京都選出）議員へ
受動喫煙防止対策に要望書

=議員会館

東京都消費者月間くらしフェスタ東京
＝新宿駅西口地下広場イベントコーナー
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　　　　　活動年表（平成 20 年〜平成 29 年）
創立６０周年記念のつどい。汚染された事故米不正流通問題で
各省へ再発防止策を要望。一般用医薬品のインターネット販売
規制を要望。よりよい地域医療を目ざし、救急医療・高齢者の
医療制度問題の学習会開催。電磁界情報センター発足に協力。
婦選獲得６３周年記念集会に参加

安全でおいしい水の問題で、東京都水道局・日本チェーンスト
ア協会へ要望。電話のユニバーサルサービス制度について学習、
意見書を提出。日本の農業の今を知る～自給率について学習。
東京都消費者月間で、放射線照射食品の問題についてミニセミ
ナーを開催　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「女たちの戦争体験」ＤＶＤと体験文集「戦争を語りつぐ」を
自主制作。介護福祉用具使用についての調査実施。東京都青少
年健全育成条例の改正に反対の意見書提出。「築地市場移転問
題」「地域における男女平等参画の現状」「税と社会保障の共通
番号・国民ＩＤ制度」について学習

会長に谷茂岡正子就任（１２月１日）。国立女性教育会館独立
運営についての要望書提出。福島県塙町婦人会との交流「東日
本大震災を体験して」。戦争を語り継ぐＤＶＤ「女たちの戦争
体験と文集」マスコミへの普及活動。「脱原発を実現し、自然
エネルギー中心の社会を求める」全国署名に協力

東京電力電気料金値上げ申請に反対表明。エネルギー・環境に
関する選択肢に意見書「私たちはゼロシナリオを選択します」
東京電力へ提出。ＢＳE対策見直しに意見書提出（食品安全委
員会）。消費者アンケート「これからのエネルギー問題について」
実施。全国婦人会館建て替え工事開始。全国地域婦人団体連絡
協議会「関東ブロック会議」開催（日本青年館）

「これからのエネルギー問題について」調査を基に東京都に申
し入れ。消費増税の前に「食品への課税を見直し山積する課題
解決への真摯な取組を」意見書提出（内閣総理大臣）。意見書「私
たちは『特定秘密保護法案』の今国会での廃案を求めます」提出。
学校教材用ＤＶＤ「親子で体験、ニッポンの行事と料理」を制
作

照射食品反対「青汁にも放射線照射が」院内集会。「光サービ
スの乗り換えにはご注意を」チラシ配布。東京都消費者月間で
「あなたが望む終のすみか」についてパネル展示及びアンケー
ト実施。新全国婦人会館竣工

東京都消費者月間で「あなたにはかかりつけ医がいますか」の
アンケート実施。「介護付き有料老人ホーム舞浜倶楽部」見学。
「マイナンバー制度」について学習会。消費者庁移転について
意見書提出。「感震ブレーカー」ガイドラインに協力

「高齢者が住みなれた地域でいきいきと安心して暮らすために」
アンケート実施。東京都消費者月間で「院内・院外薬局の利用
についての意識調査」及びパネル展示実施。「受動喫煙防止対
策を強化する健康増進法改正案に対する要望書」提出
　
「お花見平和の集い」第五福竜丸展示館で実施。全国結核予防
婦人団体連絡協議会創立４０周年記念「婦人の国際会議」参加。
東京都消費者月間でパネル展示「シニア世代のフレイル（虚弱）・
認知症・怪我や事故等の予防について」実施。カジノ・ＩＲ招
致反対のパブリックコメント提出。全地婦連「暮らしに関わる
安全についての意識及び実態調査」に協力

創立 70 周年記念集会・祝賀会（4月21日）開催

平成20（2008）年度

平成21（2009）年度

平成22（2010）年度

平成23（2011）年度

平成24（2012）年度

平成25（2013）年度

平成26（2014）年度

平成27（2015）年度

平成28（2016）年度

平成29（2017）年度

平成30（2018）年度

１月　中国から輸入した冷凍ギ
ョーザで食中毒発生

11 月　米大統領選でオバマ氏勝
利

　

５月　裁判員制度スタート
９月　消費者安全法が制定さ

れ、消費者庁発足

６月　探査機「はやぶさ」が 60
億キロの旅を終え７年ぶり
地球に帰還

３月　東日本大震災。東京電力
福島第１原発で最初の水素
爆発発生

７月　サッカー女子W杯「なで
しこジャパン」初優勝

５月　東京スカイツリー開業。
電波塔として世界一高い
６３４メートル

10 月　iPS 細胞の山中伸弥さん
ノーベル医学生理学賞受賞

６月　富士山の世界文化遺産登
録決定

９月　２０２０年夏季五輪の東
京開催決定

12 月　特定秘密保護法成立。与
党採決を強行

４月　消費税率５％から８％に

９月　安全保障関連法成立

４月　電力の小売全面自由化
５月　オバマ米大統領現職大統

領で初の広島訪問
７月　初の女性都知事小池百合

子氏誕生
４月　都市ガスの小売自由化
６月　テロ等準備罪を含む改正

組織犯罪処罰法成立。上野
動物園でメスのパンダ誕生

12 月　核兵器廃絶国際キャンペ
ーン（ICAN）がノーベル
平和賞受賞

１月　およそ 40年ぶりの大寒
波襲来、日本列島に居すわ
り豪雪災害

２月　平昌冬季オリンピック・
パラリンピック開催

—主なできごと—



— 7 —

平和へ～消費者市民社会の形成へ～
７０年の歴史を重ねて私たちはこんな活動をしています

機関紙「婦人時報」　隔月15日発行

学習から活動へ
「指導者研修会・ブロック会議・中央集会」を毎
年開催
消費生活、平和、環境、防災、青少年、高齢者、
医療・介護、福祉、男女共同参画推進など、幅広
いテーマについて学習し活動へとつなげる

調査から活動へ
「介護福祉用具使用について」の調査（安全性など）
「これからのエネルギー問題について」消費者アンケート
調査
「あなたが望む終のすみ家について」アンケート調査
「あなたにはかかりつけ医がいますか」アンケート調査
「高齢者が住みなれた地域で生き生きと安心して暮らすた
めに」消費者アンケート調査（在宅介護支援制度の周知度）
「院内・院外薬局の利用について」の意識調査　

施設研修
環境（水素ステーション見学・水素カー試乗・天然
ガスと太陽光発電のスマートネットワーク・スマー
トハウス見学）　
防災（東京都防災センター、千葉県西部防災セン
ター、そなエリア東京〝防災体験学習施設＂ で研修）
高齢者（特別養護老人ホーム２カ所、有料老人ホー
ム）　
平和（東京大空襲・戦災資料センター）　

地域・暮らしにつながる活動　
食と暮らしの安心・安全を求める活動　
生活環境を守る運動の推進（大気汚染測定NO2 カ
プセル調査、食品ロス削減、フードドライブの実施、
受動喫煙防止対策の強化、カジノ IR招致反対など）
消費者被害の未然防止・救済、表示の適正化、JIS・
安全規格、防災制度、公平性評価への参画など　　
青少年の健全育成（放課後の児童指導サポーター、
映画の推薦、子どもの貧困問題など）　　　　　　　　　　　
法律や制度の制定・改廃を促す運動（意見書、要望
書、パブリックコメント提出、請願署名活動など）　　　
結核予防運動（複十字シール募金、街頭レントゲン
検診活動などに協力）

平成 30 年 2 月で 764 号

2015 年 中央集会

2016 年 ブロック会議

食品会社訪問

結核予防会 レントゲン車検診活動
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平和への発信活動
お花見平和のつどいを開催（第五福竜丸展示館・広場）
核兵器廃絶祈念の植樹「八重紅大島桜」（第五福竜丸展示
館広場、２０００年）に引き続いて、同広場に新たに東京
地婦連創立７０周年平和祈念の植樹を予定。　　　　　　　
「女たちの戦争体験」DVDと体験文集「戦争を語りつぐ」
２０１０年制作・普及。またさらに戦後７０年の節目（２０１５
年）にも、同DVDと文集を広島、長崎、都内の非核宣言自
治体、第五福竜丸展示館、東京大空襲・戦災資料センター、
（翻訳出版社を通して依頼のあった）米スタンフォード大学
日本語学科などに寄贈した。同年、「婦人時報」は戦後７０
年特集号を組む。「北方領土の返還を求める都民会議」は、
１９８２年の発足当初より議長を東京地婦連会長が務め、
元島民の思いを共有し、返還運動を長年継続。大会やビザ
なし渡航などに参加

地婦連の消費者運動から生まれた
化粧品「ちふれ」の普及活動

かつて再販制度撤廃を掲げ、いち早く全成分表
示実施。さらに地球環境対策としてヘアスプ
レーのフロンガス廃止。詰替用の品目を増やし、
バイオプラスチック容器を一部で採用するな
ど、エシカル（倫理的）な消費にもつながる
「ちふれ」の普及活動を実施

お花見平和のつどい 2012

その他　（消費者団体等を除く）　
（一社）くらしのリサーチセンター　企業の
社会的責任を重視し、中立的な立場で調査・
研究・などの啓発活動を長年実施している組
織。消費者としてセミナーなどに参加協力　
国民生活産業・消費者団体連合会（略称＝生
団連）に平成２３年１２月の発足時から参画。
防災・食品ロス・環境・男女共同参画・高齢
社会・消費者問題など幅広い分野で協働
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東京地婦連・年表
─創立から 60 年のあゆみ─

昭和23（1948）年度	 	東京都地域婦人団体協議会創立総会（4月）「明るい家庭、住みよい社会の建設」をスロー
ガンに発足。加盟団体 29、初代会長は山高しげり

昭和24（1949）年度	 	第 1 回東京都地域婦人大会
昭和25（1950）年度	 	新生活運動関東婦人会議（この会議が契機で関東ブロックが生まれ、全国地域婦人団

体連絡協議会結成につながる）
昭和26（1951）年度	 	停電続きに値上げで、電気料金値上げ反対運動。汲み取り料金値上げ反対運動
昭和27（1952）年度	 	全地婦連創立総会（7月）。第 1回夏期指導者講習会（西多摩郡御岳山）
昭和28（1953）年度	 	機関紙「婦人時報」発刊
	 第 1 回「主婦の教養講座」田崎廣助画伯の話と一水会展鑑賞
昭和29（1954）年度	 	ビキニ水爆実験。原水爆禁止署名運動に参加
昭和30（1955）年度	 	第 1 回原水爆禁止世界大会に参加。「桜映画社」設立（山高会長が社長）
昭和31（1956）年度	 	都議の退職慰労金支給反対運動に参加
昭和32（1957）年度	 	全地婦連第 1回関東ブロック会議に参加
昭和33（1958）年度	 	創立 10 周年のつどい
	 各区選挙管理委員に婦人を入れる運動。第 1回「婦選会議」（7婦人団体）
昭和34（1959）年度	 	入浴料金大幅値上げ反対の要望書を都知事に提出
昭和35（1960）年度	 	6 婦人団体による公共料金値上げ反対運動
昭和36（1961）年度	 	ブロック別研究協議会開始、以後毎年継続
昭和37（1962）年度	 	国会議員歳費値上げ反対街頭運動（新橋・新宿・池袋）
昭和38（1963）年度	 	青少年をタバコの害から守る運動
昭和39（1964）年度	 	水道料金大幅値上げ反対の要望書を都知事に提出
昭和40（1965）年度	 	すべての深夜興行禁止を総務長官に要望
昭和41（1966）年度	 	子どもの遊び場点検運動
昭和42（1967）年度	 	公営ギャンブル廃止運動。沖縄返還国民署名募金運動に参加
昭和43（1968）年度	 	創立 20 周年記念「桜を植えるつどい」桜 300 本植樹（府中市浅間山）
	 「ちふれ化粧品」の誕生
昭和44（1969）年度	 	有害添加物チクロ入り食品の不買運動。テレビ広告・番組調査（スポンサーに自粛を

要請）
昭和45（1970）年度	 	第 1 回北方領土復帰実現婦人青年集会（根室市）。カラーテレビ買い控え運動（終結

宣言昭和 46.4.16）
昭和46（1971）年度	 	再販制度廃止・公共料金値上げ反対運動。第 1回都民ゴミ会議
昭和47（1972）年度	 	ムダな包装追放運動。八丈島ストリップ劇場反対運動を支援
昭和48（1973）年度	 	「緑の銀行」実行委員会（植樹運動）が発足。輸入牛肉指定店モニター事業、生鮮食

料品等価格調査とテレホンサービス開始
昭和49（1974）年度	 	大気汚染の実態調査「二酸化窒素NO2 の測定」スタート。歯の 110 番開設
昭和50（1975）年度	 	独禁法強化改正消費者集会。残飯残菜について実態調査
昭和51（1976）年度	 	照射ジャガイモの表示の徹底を都知事に要望。家庭常備薬の調査。ポルノ雑誌自動販

売機実態調査。第 1回医療問題を考える対話集会
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昭和52（1977）年度	 	初代山高しげり会長逝く。1977 年原水爆禁止世界大会に代表を送る
	 資源リサイクル運動をすすめるための調査
昭和53（1978）年度	 	会長に末永広子就任。創立 30 周年記念大会。国連に核兵器完全禁止を要請する日本

代表団に参加。東京都消費者週間はじまる（のち、消費者月間となる）
昭和54（1979）年度	 	世界の飢えた子に 1日分のオヤツ代を贈る運動を提唱。「子どものためのテレビ CM

連絡会」結成、後に民放連「子ども向けコマーシャルの留意事項」は制度化に
昭和55（1980）年度	 	古紙回収再利用を考える集会。中華全国婦女連合会との交流
昭和56（1981）年度	 	バングラデシュの子らにビタミンAを贈る運動に参加。大型店出店規制反対運動
昭和57（1982）年度	 	会長に小柴美知就任。東京ファミリーサービスクラブ事業開始
	 第 1 回北方領土の返還を求める都民大会（会長に小柴就任）
昭和58（1983）年度	 	酸化防止剤 BHA添加の有無を調べるため煮干し・じゃこの試買テスト実施（使用禁

止に関する要望書を厚生大臣に提出）
昭和59（1984）年度	 	非核東京都宣言を求める請願署名運動
昭和60（1985）年度	 	福島県都路村と提携、野菜・卵を東京都「消費者まつり」で販売
	 ※都路村（現田村市）からの農産物の供給は、2011 年 3 月の原発事故により「生産不能」
	 　という悲しい連絡があり、中止された
昭和61（1986）年度	 	チェルノブイリ事故に関連して原子力発電の安全性について要望
	 ‘86 反核・平和のつどい（共催）。円高差益の消費者還元運動（並行輸入、価格構成公表）
昭和62（1987）年度	 	価格問題で大手スーパーとの懇談会。後楽園競輪復活反対要望
昭和63（1988）年度	 	創立 40 周年記念のつどい。銀行倶楽部を全面保存する運動
平成元（1989）年度	 	フロンガス入りスプレーを買わない運動の提唱。消費税の見直し・廃止を求める運動

に参加
	 東京大空襲の地を見て平和について考える集い
平成2（1990）年度	 	中東湾岸戦争に反対する運動に参加。再生紙トイレットペーパーを使う運動。リサイ

クル条例の制定を求める運動
平成3（1991）年度	 	‘91 東京ごみ集会に参加。青果物にトレーはいらない運動
	 サッカーくじ導入反対運動開始
平成4（1992）年度	 	有機・低農薬・無農薬表示の農産物に関する意識調査
平成5（1993）年度	 	製造物責任法の制定を求める運動（欠陥品不満・被害意識調査）
平成6（1994）年度	 	製造物責任法成立。消費税率引き上げに反対する運動を展開
	 テレビショッピングに関する意識調査
平成7（1995）年度	 	北方四島ビザなし渡航事業に参加開始。冷凍庫火災裁判支援のための傍聴開始。薬害

エイズ訴訟の早期全面解決を求める運動に参加
平成8（1996）年度	 	有機農産物等のガイドラインについての要望
平成9（1997）年度	 	サッカーくじ導入法案反対国会傍聴・要請行動・要望書提出
	 	「第五福竜丸エンジンを東京夢の島へ」の運動を展開。テレビ CMのあり方を問うシ

ンポジウム開催。遺伝子組換え食品の表示を求める運動

　 東京地婦連・年表　　─創立から 60 年のあゆみ─
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平成10（1998）年度	 	創立 50 周年のつどい。消費生活テレホンサービス事業の終了（1974 年から 24 年間「お
台所ダイヤル」で親しまれた）。輸入食品表示調査。サッカーくじ法成立、抗議声明。
「グリーンコンシューマー東京ネット」に参加

平成11（1999）年度	 	冷凍庫Ｐ L裁判支援（全面勝訴 8月 31 日）。家電製品のカタログ点検調査（事業者ア
ンケート・調査報告会）。青少年を取り巻く状況と少年法を考える懇談会。消費者契
約法早期制定を求める運動に参加

平成12（2000）年度	 	会長に川島霞子就任。特定非営利活動法人格取得（11 月）。三宅島救援募金活動。「子
ども用プラスチック玩具と文房具の素材表示」調査と報告会。「やった !	勝った !	Ｐ L
裁判徹底討論～三洋冷凍庫火災事件～」開催。第五福竜丸から平和を発信する連絡会
が発足。第五福竜丸展示館広場に八重紅大島桜を植樹（緑の銀行運動最終植樹）

平成13（2001）年度	 	「アフガニスタンの子どもたちを救おう」友情のお年玉街頭募金活動（舞浜）。「初め
ての駅点検」調査と報告会。北方領土元島民と語る会。お花見平和のつどい開始（第
五福竜丸展示館前広場）。消費者、市民を裁判から遠ざける「弁護士費用敗訴者負担」
に反対する運動開始。狂牛病（ＢＳＥ）学習会・要請書・質問状提出

平成14（2002）年度	 	築地市場移転先の豊洲土壌汚染問題説明会。東友会原爆犠牲者慰霊祭・追悼のつどい
へ千羽鶴献納。「だれにもやさしく使いやすい公共交通機関」調査と報告会。イラク
問題武力行使反対声明。サッカーくじコンビニ販売反対声明。くらしフェスタ協賛「身
土不二」講演会

平成15（2003）年度	 	子育ては大変 ! 聞かせてあなたのＳＯＳ調査。東京大気汚染公害裁判支援。原爆症認
定集団訴訟支援・裁判傍聴。米国でのＢＳＥ対策に関する要請書（米農務長官他）。「有
料老人ホーム表示」に関する意見書提出（公正取引委員会）

平成16（2004）年度	 	「駅のエレベーターとエスカレーターの利用」調査・事業者懇談会。自衛隊イラク派
兵反対街頭運動。「平和憲法を守り抜く一票を」街頭リレートーク。新潟中越地震災
害支援募金。「敗訴者負担法案」の廃案を求める市民集会、後に同法案は廃案になる。
消費者保護基本法改正・公益通報者保護制度・団体訴権への取り組み、意見書提出

平成17（2005）年度	 	「困った!見つからない駅のトイレ」目立ってほしい表示調査と懇談会。ピースアクショ
ン共催。Ｐ L法早期改正要望行動。結核予防複十字シール募金活動に参加。遺伝子組
換え作物栽培指針・飼料の安全性確保など・少年法改正・サッカーくじ意見書提出。
情報通信政策への提言活動。子ども向け教材「四季を楽しもう—うたと遊び」桜映画
社と企画・製作

平成18（2006）年度	 	食品表示問題研究会を実施（築地市場見学）。照射食品反対連絡会に参加。「改正少年法」
反対運動。「女性は子どもを生む機械」発言の柳澤伯夫厚生労働大臣の解任・辞任を
求める抗議書提出。意見書・要望書（利息制限法遵守・通信・有料老人ホーム・独占
禁止法など）

平成19（2007）年度	 	田中里子常任参与お別れ会。家庭内の家電製品使用期間の調査。改正少年法に反する
警察の「ぐ犯調査」に反対する意見書提出。築地市場移転問題学習会

平成 20（2008）年度以降の近年の活動年表は 6ページにつづく

　 東京地婦連・年表　　─創立から 60 年のあゆみ─
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緑の銀行運動とは

公害追放・生活のムダ見直し運動から昭和４８（１９７３）年にスタートした「街に緑を」植樹運動は、会
員が冠婚葬祭の簡素化を図り、慶弔事のお返しの一部を寄付し、緑の銀行口座に預ける募金で苗木を購入し、
都内各所に植樹した運動。平成９年度末の植樹本数集計では２４５５８本。その後平成１２（２０００）年、
第五福竜丸展示館広場に「核兵器廃絶と平和を祈念して」八重紅大島桜の最終植樹を行った

エンジン（右）を見つめて「八重紅大島桜」は18歳に
＝2018 年 3月、第五福竜丸展示館提供

昭和 54 年植樹の梅＝葛飾区

第五福竜丸展示館広場前の「八重
紅大島桜」近くに、創立 70 周年
を記念して「里桜（サトザクラ）」を
植樹します。潮風に強い品種です。
展示館は近く建て替え工事が行わ
れますので、終了次第平成 30 年
度内を予定しています。

　　　   植樹ニュース



特定非営利活動法人　東京都地域婦人団体連盟　（東京地婦連）
〒 150-0002　東京都渋谷区渋谷 1-17-14 全国婦人会館１階

電話 03-3407-2370
http://tokyo-chifuren.jp

平成 30（2018）年 4月 21日発行




